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別紙
委員長　　　　開会宣言
議案第３２号

教育総務課長　　議案第32号愛日地方教育事務協議会規約の一部を変更する規約について説明
原田委員　　　　「関係市町教育委員会が協議により定めた関係市町教育委員会の委員１人」とあるが、この委員が決める事項は何か。
教育総務課長　　協議会は、各関係市町が相互に連絡調整を図ることによって各関係市町区域内の教育水準の維持向上を図ることを目的としている。
原田委員　　　　具体的に、教科書採択に関する協議などはあるのか。
教育部長　　　　この協議会は、教職員の研修を行ったり、教科の課程を決める協議会であり、教科書採択については尾張東部教科用図書採択地区協議会が担当している。
じんの委員　　　今の教育長の任期満了である平成29年９月までは現行どおりであり、その後改正後の教育長となるのか。
教育総務課長　　そのとおりである。ただ、各市町で教育長の任期は異なるため、新しい規約になるタイミングはそれぞれ異なってくる。
質疑及び意見を終了
討論
　　　　　　　　反対討論なし

　　　　　　　　賛成討論なし
議案第32号愛日地方教育事務協議会規約の一部を変更する規約については、全員が賛成。
議案第32号は、原案のとおり可決
議案第２３号
長寿課長　　　議案第23号長久手市介護保険条例の一部を改正する条例について説明　
じんの委員　　介護サービス費用がまかなえるように保険料を算出していると思うが、いくらと見積もっているのか。また、各年度同じ額で見積もっているのか。
長寿課長　　　今回の保険料の算定は、高齢者の人口の伸びと介護給付サービス料の見込み料を年度別に出して見積もっている。
じんの委員　　第１段階の軽減について、近隣市町を見ると軽減率を0.2や0.25としているが、なぜ適用しなかったのか。また、高所得者に対して、基準額の割合を細分化しなかった理由は何か。
長寿課長　　　第５期介護保険事業計画の第１段階の軽減について、近隣市町の軽減率は低いが、第６期からは国の基準に合わせると聞いている。長久手市も国の基準どおりである。また、高所得者に対しての基準額の割合は、近隣市町に比べても長久手市は高い割合になっているため、据え置きとした。
原田委員　　　費用負担の公平化を考えても、低所得者の介護保険料率や高所得者の段階の細分化に対して検討が足りないのではないか。例えば消費税が10％になった場合、低所得者に対して国は７割負担すると言っているがどう考えているか。
長寿課長　　　消費増税が先送りされたため、平成27年４月からの軽減措置として基準額の割合を0.05引き下げている。平成29年４月に消費税10％が決定されれば、さらに軽減措置を行っていきたい。
原田委員　　　単純に比較して、所得と保険料の関係を見ると公平でないと感じるがどうか。
長寿課長　　　介護保険料率は、国が示している数値を基に検討している。500万円以上の所得者への2.0という割合は近隣市町に比べても高いため、今回は据え置きとした。今後、高齢者が増加し、給付費の伸びが予想されているため、高所得者への負担については次の計画の際に検討したい。
佐野委員　　　国の基準ではなく、長久手市の高所得者の層がどうなっているのか見極めて平準化していくべきではないか。
長寿課長　　　長久手市は高所得者の割合が多いため、国の基準よりも少し高い割合を既に設定し負担していただいている。
じんの委員　　国の基準にこだわらないで、段階を細分化してほしい。介護保険料の値上がりを抑制するために、前回は国や県からお金が入ってきていたが、今回介護保険料が大きく値上がりした要因は何か。

長寿課長　　　高齢者の人口増加、それに伴い給付費が伸びていることが一番の要因である。また、第１号被保険者の負担割合が21％から22％に増加したこと、基金の繰り入れが第５期は7,000万円あったが、第６期は700万円となり投入額が減少したこと、国からの財政安定化基金として第５期は1,000万円投入があったが今回は見込みがないことが要因としてある。
原田委員　　　社会保障の費用は応能負担であるべきである。低所得者は消費税増税で苦労しているため、社会保障の保険料の負担は市独自で検討すべきではないか。また、低所得者と高所得者の介護保険料の増加率が17.7％と同じであるのはおかしいのではないか。
長寿課長　　　軽減については、消費税財源をもって平成29年４月以降実施していくが、市の自主財源を投入していく考えはない。また、増加率については、基準額で見るとどの階層も17.8％増加であるが、保険料の額としては第１段階では4,100円増、軽減後は1,100円増となっている。
原田委員　　　長久手市は調整交付金として５％分削減され、その分を第１号被保険者が負担している。全体が裕福な地域と判断されたために、低所得者にも余分な負担が生じているのだから、市が軽減しようと考えるべきではないか。
長寿課長　　　調整交付金として削減された５％分を第１号被保険者が負担することは制度上決まっている。市から一般財源を投入して保険料をまかなう考えはない。
原田委員　　　国は市町村が独自に減免することは法律違反ではないと言っている。長久手市は財政力が豊かであるのになぜ検討しないのか。
長寿課長　　　制度上禁止はされていないが、基本的に国は制度内で行うのが原則と言っているため、それ以上の検討に至っていない。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論
原田委員　　　社会保障の費用負担は応能負担にすべきである。税金は生活には課税しないという大原則があるにも関わらず、社会保障料は関係なく負担させている。また、市が独自に軽減できるのに行っていないため、低所得者に大変な思いをさせている。また、第１号被保険者の保険料の負担が上がっている中、やはり応分負担を考えるべきである。それが行われていない限り賛成することはできない。
　　　　　　　賛成討論なし
反対討論

じんの委員　　長久手市は近隣市町の中でも介護保険料は高いほうであるため、もっと応能負担を重視した介護保険料の改正とすべきであった。また、介護保険料の段階別の増減率が一律17.7％～17.9％であることも気になるため反対とする。
賛成討論なし

反対討論なし

議案第23号長久手市介護保険条例の一部を改正する条例については、賛成多数。
議案第23号は、原案のとおり可決

議案第２４号
長寿課長　　　議案第24号長久手市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例について説明
佐野委員　　　外部評価をやめて委員会で評価していくことは、自己評価が基準になってくると思うが、質の低下につながらないか。
長寿課長　　　自己評価はきちんと行う。さらに、例えば定期巡回のサービスでは介護医療連携推進会議という外部の方を含めた定例会議を開催することになっている。また、他の事業についても定期的に運営推進会議を開催し、そういった場で報告した上で公表していくためサービスの低下にはつながらないと考える。
原田委員　　　介護施設での事故の報道はよくされるが、外部評価がきちんとされないと再発を防げないのではないか。
長寿課長　　　新たな事業所については改正後報告が義務づけられる。既存のサービス事業所は市に対して事故報告しているため、心配はないと考える。
原田委員　　　指定認知症対応型共同生活介護事業所について、共同生活住居の数を３にすることができるようになるが、職員が増えないと対応は困難になるのではないか。
長寿課長　　　今まで２ユニットが上限のところを３ユニットにするものとなるため、サービスの低下にはつながらないと考える。
原田委員　　　135条が削除されたが、入居者にとって不利益にならないか。
長寿課長　　　老人福祉法の改正によって内容が重複するため削除された。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第24号長久手市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。
議案第24号は、原案のとおり可決
議案第２５号

長寿課長　　　議案第25号長久手市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例について説明
原田委員　　　事故発生時の対応の規定が追加されたが、どのように改善されるのか。
長寿課長　　　これまで事故発生時の報告の義務付けはなかったが、書類の報告が必要になった。
原田委員　　　死亡時の報告について、死亡事故とするのか病死とするのかは、事業所判断に任せるのか。
福祉部次長兼福祉課長
死亡の場合は医師が判断し、病死として報告された場合でも状況をみて疑わしいことがあれば警察に対応を任せることになる。
原田委員　　　定期的な外部の者による評価を受ける規定を削ることは問題ではないか。
長寿課長　　　自己評価を行い、それを外部へも公表するため問題ないと考える。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第25号長久手市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。
議案第25号は、原案のとおり可決
暫時休憩

午前11時02分休憩

午前11時10分再開

議案第２６号

長寿課長　　　議案第26号長久手市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例について説明　　
じんの委員　　介護予防訪問看護計画書は今まで誰が作っていたのか。変わる内容は何か。
長寿課長　　　今までケアマネジャーが介護予防訪問介護計画を策定していた。利用者のサービス内容を定めたものである。この介護計画が看護計画書に名称が変わり、提出が義務づけされた。
原田委員　　　第31条の担当職員とは誰のことを指すのか。
長寿課長　　　地域包括支援センターの職員である。
原田委員　　　今までケアマネジャーが作っていた計画書は、地域包括支援センターに配置されている看護士が作るのか。
課長補佐　　　計画書は、地域包括支援センターの人が作ったケアプランに基づいて、訪問看護が必要だと判断した場合に、実際に利用する訪問看護の事務所が作成し、地域包括支援センターの職員に提出する。この制度による作成者は変わらない。
原田委員　　　今まで専門職が作っていたものが、担当職員が作ることになるのか。
福祉部次長兼福祉課長
介護予防サービス計画は全体のケアプランとして地域包括支援センターのケアマネジャーが作成している。介護予防訪問看護計画書は実際にサービスを提供する事業所が作成している。全体のケアプランは今までどおりケアマネジャーが作成するため変わりはない。
質疑及び意見を終了
討論
　　　　　　　反対討論なし

賛成討論なし
議案第26号長久手市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに
指
久手市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指また、３年































































































定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する　　

基準を定める条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。
議案第26号は、原案のとおり可決
議案第１３号
長寿課長　　　議案第13号平成26年度長久手市介護保険特別会計補正予算（第２号）について説明

原田委員　　　歳出の介護サービス等諸費が５千万円減額であるのに対して、歳入の国庫支出金、支払基金交付金、県支出金が合計１億111万６千円の減額となるのはおかしいのではないか。
長寿課長　　　国庫支出金、支払基金交付金、県支出金は、平成26年度の歳入として給付費の割合に応じてではなく、一定額が交付決定される。今回の減額は、交付決定分と予算計上分の差額である。また、前年度繰越金の５千万円の調整を一般会計の繰入金で行っている。
原田委員　　　本来繰越金であるものを繰入金に入れるのは財政上おかしくないか。
長寿課長　　　国庫支出金、支払基金交付金、県支出金の平成26年度の精算は平成27年度に行う。
原田委員　　　総務管理費のシステム改修委託にかかる費用は、国の負担をもっと大きくして一般財源からの負担を減らすことはできないのか。
長寿課長　　　システム改修委託については国の負担は５割負担が原則である。
　
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし

賛成討論なし

議案第13号平成26年度長久手市介護保険特別会計補正予算（第２号）については、全員が賛成。

議案第13号は、原案のとおり可決
議案第３３号

長寿課長　　　議案第33号平成26年度長久手市介護保険特別会計補正予算（第３号）について説明　　　　
質疑及び意見なし

討論
　　　　　　　反対討論なし

　　　　　　　賛成討論なし
議案第33号平成26年度長久手市介護保険特別会計補正予算（第３号）については、全員が賛成。
議案第33号は、原案のとおり可決
議案第６号
長寿課長　　　議案第６号平成27年度長久手市介護保険特別会計予算について説明
じんの委員　　平成27年度は介護報酬が下がるが、影響は予算にどう反映しているか。
長寿課長　　　予算の作成が１月であったため、平成27年度の予算については介護報酬の２％減額分は見込んでいない。
原田委員　　　介護保険の制度改正により、在宅医療と介護連携の推進や認知症施策の推進等の強化が言われているが、今回の予算に具体的に反映されていないのか。
長寿課長　　　在宅医療と介護の連携については、医療ソーシャルワーカー嘱託員報酬や在宅医療福祉連携事業講演会等の費用を計上している。地域包括ケア体制の充実については、生活支援体制整備委託を計上している。
原田委員　　　包括的支援事業の具体的な仕事は社会福祉協議会に委託するのか。
長寿課長　　　医療ソーシャルワーカーは長寿課に嘱託員として配置する。
木村委員　　　介護予防二次予防事業委託の内容は何か。
長寿課長　　　口腔ケア、栄養改善指導、閉じこもり予防、認知症予防対策がある。社会福祉協議会とたいようの杜地域包括支援センターに委託し、実施している。
木村委員　　　あたまいきいき教室は含まれるのか。
長寿課長　　　あたまいきいき教室は、平成27年度より一般会計で予算計上している。介護保険の地域支援事業では給付費の上限が決まってくるため、その中でできない部分は一般会計で行っている。
佐野委員　　　二次予防事業対象者把握事業は毎年行っているのか。
長寿課長　　　そのとおりです。
じんの委員　　成年後見人制度利用支援事業報償金が昨年度から減少している理由は何か。
長寿課長　　　平成26年度の利用実績に基づいて予算計上しており、２名分を見込んだ。
じんの委員　　平成27年度の介護保険利用者数は何人と見込んだのか。
長寿課長　　　認定者を約1,250人と見込んでいる。
加藤委員　　　歳出の施設介護サービス給付費が減額している理由は何か。
長寿課長　　　特別養護老人ホーム、老人保健施設等の利用見込み人数が平成26年度の当初予算よりも減っているからである。
課長補佐　　　施設が近隣でも増えておらず、長久手市もたいようの杜以外に施設が増えていないため利用人数が伸びていない。
すえ委員　　　成年後見制度利用支援事業報償金で、２名分を見込んでいるとのことだが、少なくないか。制度の周知はしているのか。
長寿課長　　　成年後見制度は実際に必要にならないと、なかなか必要性を感じてもらえない。広域で尾張東部成年後見センターに委託して周知している。ケアマネジャーに制度の説明もしている。利用について、長久手市で尾張東部成年後見センターに後見人としてなっている方は３人いる。
原田委員　　　前年度と比較して介護保険料は140.2％増加、介護保険給付費は115.6％増加となっている。介護保険料だけが大幅に増加しているのはなぜか。
長寿課長　　　平成27年度から平成29年度の第６期計画の初年度のため、３か年の給付費を見込んで保険料を設定している。１年ごとに給付費の額は増えていくため歳入と歳出で伸び率を比較すると差が出る。
原田委員　　　基金積立金があまりにも多くないか。
長寿課長　　　３か年の給付費を見込んでいるため、今年度は歳入が多くなり基金積立金に繰り入れることができるが、今後介護給付費が増えてくるため介護給付費に充てていく予定である。
原田委員　　　事業所ごとで介護報酬の減額の特徴はあるか。介護職員の処遇改善についてはどうなるか。特別養護老人ホームへの入所対象が要介護３以上になるが、施設利用料は減るのか。
長寿課長　　　サービスごとの特徴はわからない。処遇改善は事業所の判断になる。
課長補佐　　　特別養護老人ホームについて、例えばユニット型個室の場合は、要介護１が663単位から625単位、要介護２が733単位から691単位、要介護３が807単位から762単位、要介護４が877単位から828単位、要介護５が947単位から894単位に減額される。基本的な報酬改定については、多くのところが減額改定している。

加藤委員　　　医療ソーシャルワーカーとはどんな人なのか。
課長補佐　　　一般的に病院に配置され、入退院の事務手続きなどをする職種である。資格としては社会福祉士が一般的である。長寿課に常駐する。
佐野委員　　　成年後見センター負担金は、前年度から何件増える見込みであるか。
長寿課長　　　成年後見センターは近隣市町で構成している団体であり、負担金は均等割と人口割で決定している。件数の見込みではない。
質疑及び意見を終了
　
討論
　
反対討論
原田委員　　　今回、介護保険の制度が大きく改正されたが、低所得者の保険料の負担はさらに大きくなる。また、団塊の世代が第１号被保険者となり、本来であれば自然増で負担する部分が削られてきた。地方自治体の役割は、市民の福祉を向上させることであるため、国の暴走から市民を守るべきであると考えるため反対とする。
賛成討論なし
反対討論なし
議案第６号平成27年度長久手市介護保険特別会計予算については、賛成
多数。
　

議案第６号は、原案のとおり可決

暫時休憩

午後０時13分休憩

午後１時15分再開
議案第２９号

保険医療課長　　議案第29号長久手市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について説明
原田委員　　　　この改正で課税所得額の上限が上がるが、現行と改正後で所得はどう変わるのか。
国保年金係長　　２人世帯で２人介護の場合の試算で、現行では所得が1,350万円超えると77万円になるが、改正後は所得が1,600万円超えないと81万円にはならない。
すえ委員　　　　引き上げられたことによって影響する世帯はどれだけか。
保険医療課長　　影響する世帯は、現行が180世帯、改正後が160世帯となる。　　　　

質疑及び意見を終了
討論
　　　　　　　　反対討論なし

　　　　　　　　賛成討論なし
議案第29号長久手市国民健康保険税条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。
議案第29号は、原案のとおり可決
議案第２号
保険医療課長　　議案第２号平成27年度長久手市国民健康保険特別会計予算について説明
じんの委員　　　平成27年度の特定健康診査目標受診率は55％見込むとのことだが、平成26年度はどれくらいであったのか。
福祉部次長　　　平成26年度の受診率は暫定で50.9％である。第２次特定健康診査の計画で、平成26年度は52.5％、平成27年度は55％という目標率を設定している。
じんの委員　　　保健指導の受診率はどうか。
保険医療課長　　平成25年度の特定健康診査の受診率は49％、保健指導の終了率は26.7％である。
じんの委員　　　未受診者への対応はどうしているのか。
国保年金係長　　平成26年度は、受診勧奨のはがきを２回送付している。
じんの委員　　　糖尿病などの重症化を防ぐ取り組みはされているのか。
国保年金係長　　まず特定健康診査を行い、糖尿病や生活習慣病の恐れがある方に対して特定保健指導を行い重症化の予防をしている。
原田委員　　　　来年度から７割・５割・２割軽減が拡大されるがどのように説明していくのか。また、世帯全員の確定申告がないと軽減の対象にならないが、周知はしているか。
国保年金係長　　該当するであろう世帯に対して、年に１回所得申告勧奨を行っている。
じんの委員　　　出産育児一時金と葬祭費は何人分の計上か。
保険医療課長　　出産育児一時金が63人分、葬祭費が46人分である。
原田委員　　　　医療費の削減について、平成27年度の計画はどのようか。
保険医療課長　　医療費については、年６回の医療費通知の送付、年３回のジェネリック医薬品への促進の通知などを実施して抑制に努めている。また、生活習慣病の予防のための特定健康診査を今後も続けていく予定である。
原田委員　　　　特定健康診査の受診率の向上への取り組みは具体的に何を行うのか。
保険医療課長　　取り組みのひとつとして、国が示したデータヘルス計画がある。レセプトなどから得られるデータに基づいて各保健事業を見直し、有効的な活用を考えていきたい。
原田委員　　　　滞納の解決策として、来年の計画はどのようか。
保険医療課長　　短期保険証の留め置きの方は、３か月ごとに来庁通知を送付している。過去２年に渡って保険証が手元に届いていない方には、保険証を手渡しするため訪問して状況を把握している。今後とも交付に努めていきたい。
原田委員　　　　政府は滞納者の財産を調べ、年収400万以上の方は財産を処分していくという対応を示しているが、どのように対応するのか。
収納課長　　　　滞納については、財産を調べて判断している。資産がない方については不納欠損処分としている。
原田委員　　　　留め置きは現時点で何件あるか。どのように解決していくのか。
保険医療課長　　平成27年２月で44件ある。保険証の直接送付や実際に訪問することなど、保険証を渡す状況をつくっていきたい。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論
原田委員　　　　国民健康保険の制度を運用していく上で、改善されている点もあると思うが、低所得者の命を守ってくれるという確たる安心した制度にはなっていない。最後のセーフティネットとして、もう少し親切で親身な制度にすべきである。また医療費の免除もきちんと伝えていくべきである。
賛成討論なし
反対討論なし
議案第２号平成27年度長久手市国民健康保険特別会計予算については、賛成多数。
議案第２号は、原案のとおり可決
議案第７号
保険医療課長　　議案第７号平成27年度長久手市後期高齢者医療特別会計予算について説明
原田委員　　　　後期高齢者保健事業委託の内容は何か。
保険医療課長　　必須科目があり、血圧測定や肝機能障害の検査などを実施する。
原田委員　　　　受診率が45％ということだが、75歳以上の方で持病があり医療機関にかかっている方は数値に影響しているのか。
福祉部次長　　　健診については治療中の方を省くわけではないため、受診率に影響してくる。また、眼底検査などの詳細項目についてもセット健診で行っているため、手厚く健診事業を行っている。
じんの委員　　　健診事業は無料であると思うが、眼底検査に関しては有料になるか。
福祉部次長　　　眼底検査も無料で行っている。
原田委員　　　　保険料は所得に応じて均等割で計算しているが、現時点で保険料は平均でいくらか。また上限額、下限額はいくらか。
保険医療課長　　平成27年１月末時点で一人当たりの保険料が11万2,072円である。　上限額は57万円、下限額4,500円である。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論
原田委員　　　　75歳以上の後期高齢者の方にとって、年金が減額になった中で医療費は毎年上がっている状況であり、年齢とお金で命の差別をしている。後期高齢者医療保険制度の廃止が妥当だと考える立場からも、賛成することはできない。
　
賛成討論なし
反対討論なし
議案第７号平成27年度長久手市後期高齢者医療特別会計予算については、賛成多数。
議案第７号は、原案のとおり可決

暫時休憩

午後２時07分休憩

午後２時20分再開

議案第２７号

子育て支援課長　議案第27号長久手市保育所の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例について説明
じんの委員　　　保育の実施基準の規定が削除されているのはなぜか。
子育て支援課長　平成27年度から子ども子育て支援法施行規則に定められたため削除した。
原田委員　　　　保育料について、国の基準の定め方、従前の長久手市の定め方はどのようか。
子育て支援課長　国は保育所徴収金基準額表を基準として定めている。長久手市の従来の保育料は、近隣市町の保育料を参考にして定めた経緯がある。
原田委員　　　　現在保育園に通っている子どもの保育料は従前どおりになるのか。また、特定扶養控除が廃止される時に保育料が値上がりになることはないか。
課長補佐　　　　年少扶養控除については、改正前後で極力影響が生じない市民税の所得割額を設定するという国の通知があったため、市においてもその考え方に倣い階層に反映している。
原田委員　　　　年少扶養控除が廃止されることにより、３人の子どもを養育している家庭では保育料が高くなるが、どう考えているか。
子育て支援課長　２人目の子どもから保育料が半額になるなど、軽減措置を引き続き実施していく。
じんの委員　　　近隣市町と比べて長久手市の保育料はどうか。
子育て支援課長　若干安い設定になっている。
原田委員　　　　提案された保育料は、使用料では説明がつかない金額である。長久手市として、保育料の概念は使用料なのか、負担金なのか。
子育て支援課長　国からの通知もあったため、長久手市としても使用料として扱う。
じんの委員　　　定員数が増えているが、増改築していないのに定員数が変わるのか。また、保育士数は変わるのか。
子育て支援課長　今までは国の制度である定員の弾力化に基づいて定員改正を行ってこなかったが、子ども子育て支援事業計画の確保方策により実際の受入可能人数にあわせて定員改正を行った。また、保育士数は変わらない。

原田委員　　　　面積要件はクリアしているのか。

課長補佐　　　　乳児の場合一人当たり3.3㎡、２歳児以上の場合一人当たり1.98㎡という基準に基づいて、面積から受け入れができる人数を逆算し、保育士を配置している。基準表の面積要件はクリアしている。
原田委員　　　　面積の基準は、遊戯室、園庭などもあるが全てクリアしているのか。また、家具などが設置される面積を除いた面積で計算しているのか。
課長補佐　　　　遊戯室、園庭などの面積要件もクリアしている。室内の面積は、固定されている家具などは含まない有効面積で計算している。
じんの委員　　　保育士数が増えないのはなぜか。
課長補佐　　　　今回の定員改正が実利用人数に基づいた定員改正であったため、保育士数は変わらない。
加藤委員　　　　定員はまだ余裕があるのか。
保育係専門員　　実際はもう少し受け入れできる。定員数は健常児の人数で定めており、別枠で障がい児の受け入れも行っている。
課長補佐　　　　今回の定員改正は、子ども子育て支援事業計画の中で今後の需要の増加や提供体制が確保されているかの数字を載せるにあたって、定員数と同じにしなければならなかったため、行うものである。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論

原田委員　　　　働く女性が増加する中、全国的に待機児童の解消が求められており、民営保育所の増設がされている。民営保育所の増加によって、子ども達の処遇が悪化し、保育士の待遇も改善されない。今回の提案は、子ども子育て支援法の趣旨を長久手市に生かすにはほど遠い内容である。保育料の決め方についても、子育て世代の所得が増えない中、大変な負担を強いているため反対とする。
　
　　　　　　　　賛成討論
じんの委員　　　定員数が増える中、保育士数が懸念される。現状を見て保育士の確保に努めていただくことをお願いして賛成とする。
　　　　　　　　反対討論なし

　賛成討論なし
　

議案第27号長久手市保育所の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例については、賛成多数。
議案第27号は、原案のとおり可決
議案第２８号

子育て支援課長　議案第28号長久手市私立保育所通所助成金条例の一部を改正する条例について説明
原田委員　　　　助成金について具体的にどう変わるのか。
子育て支援課長　制度自体に影響はないため従前どおりである。
原田委員　　　　無認可保育所に預けた場合、所得応じた助成金がないことは不平等ではないか。改善の見込みはないか。
子育て支援課長　平成27年度は民間保育所を１園、事業所内保育所を１園認可する予定であり、待機児童の減少を見込んでいる。助成金については今後検討していきたい。
原田委員　　　　一刻も早く助成金を増額していただきたい。
子育て支援課長　できるだけ早い時期に検討したい。
　　　　　
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし

賛成討論
原田委員　　　　できるだけ早く助成金を検討するという言葉に期待し賛成する。
反対討論なし
賛成討論なし

議案第28号長久手市私立保育所通所助成金条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。
議案第28号は、原案のとおり可決
委員長　　　次に、閉会中の継続調査について諮る。

継続調査申出事件一覧表のとおり、引き続き閉会中も継続して調査することを委員長が提案する。
異議ないため、継続調査とし、継続調査申出事件一覧表を委員長から議長に申し出ることで全委員了承する。

委員長報告は委員長と副委員長への一任を確認。

委員長　　　閉会宣言
午後３時終了
以上、要点筆記は会議内容と相違ないので署名する。
平成27年３月12日
教育福祉委員会委員長　　岡崎つよし
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